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研究成果の概要（和文）：1960年代後半に建設された横浜市郊外の高経年集合住宅団地を対象に、高齢世帯の住
戸の温熱環境実測等から得られた情報に基づき、居住者及びサポート関係者に対して健康リスク低減に配慮した
住まいの温熱環境リテラシーを獲得するための複数の手法を実践的に試行した。また、新潟市と大分県の公的な
温熱改修補助事業の調査や対象地域の地域ケアプラザ関係者へのインタビュー調査等により、高経年住宅の温熱
環境改善のための簡易改修ニーズの位置づけや課題を整理した。これらを通じて、高齢居住者とサポート関係者
が温熱環境リテラシーを向上しながら住まいや住まい方を改善する仕組みと、それを支える多職種連携モデルの
可能性を確認した。

研究成果の概要（英文）：Based on the information obtained from the actual measurement of the indoor 
thermal environment of elderly households in old apartment buildings built in the late 1960s and 
located in outskirts of Yokohama, several learning methods of acquiring the thermal environment 
literacy for elderly people and their support stakeholders were carried out. In addition, the 
position of simple retrofit needs was clarified through surveys of public support cases of thermal 
repair in Niigata City and Oita Prefecture and the interview surveys with stakeholders involved in 
the community care plaza in the target area. Furthermore, through these processes, the possibility 
of a social system was confirmed, that elderly residents and their support stakeholders improve 
their houses and ways of living while acquiring thermal environmental literacy. And the possibility 
of a multi-occupational collaboration model that supports the system was also confirmed.

研究分野： 建築環境工学，住環境学
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　地域包括ケアシステム

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
竣工後50年以上が過ぎた高経年集合住宅は断熱性能が低く、住人の高齢化が一斉に進んでいることから在宅中の
熱中症やヒートショックのリスクが高いことが指摘されるが、心身の負担や経済的な理由から大規模断熱改修は
困難である。本成果により、特に冬季の住まいのヒートショック低減策に関する教材やワークショップのプログ
ラムが提示されたことから、建築分野も含めた多職種連携の体制によって、住まいの工夫も含めた対策を地域ケ
アプラザ等の拠点を中心に展開できる可能性が示された。このような枠組みを定着させることで、高齢期の自立
生活に資する予防的温熱改修の意義と実践の普及による高齢居住者の健康リスクの低減が期待される。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 

 国内では住宅総数の約半数にあたる 2209 万戸が共同住宅であり，このうち約 205 万戸が昭和

55 年の住宅の省エネ基準制定以前に建設された共同住宅と言われる（総務省統計局：H25 年住

宅・土地統計調査より）。こうした高経年団地では，一斉入居した住人の高齢化が進んでおり，

住宅の熱性能も低いことから，高齢居住者の在宅中の熱中症やヒートショックのリスクが高い

と言える。しかし，この対策となる大規模な断熱改修は，空室の存在に加え，高齢居住者の経済

負担や工事中の生活支援の必要性等から現実的な選択肢になりにくい現状がある。超高齢社会

を迎えた我が国にとって，住まいの暑熱・寒冷リスクを回避し高齢者が健康で QOL 高く住み続け

られるような、高経年集合住宅の適切な住まい改善やその支援の仕組みを提示することは喫緊

の課題といえる。 

 介護保険法改正にみられるように、高齢者が住み慣れた地域で在宅生活を送れる社会の構築

が急がれるが，地域包括ケアシステムなどは公的サービスの拡充策である。外部支援と組合せな

がらも，本来は自らの日常生活を主体的に組み立てる力の獲得も重要と考える。特に，上記で指

摘した熱中症やヒートショックの発生リスクは高齢者の温冷感の鈍化や同居家族も含め住まい

への慣れ等により，健康を脅かす問題にも関わらず自覚がされにくい。また，現状の地域ケア会

議においては要介護・要支援の認定やその対処策が多いと考えられるが、医療・福祉・保健分野

の専門家で構成されており、バリアフリー対策は住まいのハードの対策にも関わらずその専門

家が不在である。先に指摘した在宅高齢者の暑熱・寒冷リスクの低減においては，住まいのハー

ド的な見直しだけでなく住まい方の見直しと合わせて解く必要性から，医療・福祉・保健と建築

分野の専門家による多職種連携による支援体制づくりと、自立度の違いによって区別するにせ

よ高齢者本人や支援する関係者らの温熱環境リテラシーの向上が同時に求められる。 

 これまでも，高経年集合住宅のヒートショックの問題は指摘されてきたが、温熱環境という可

視化しにくい情報をどこまで高齢居住者や支援者する関係者が実感を持って受け止め改善に取

り組めるか，また、それを支える仕組みとして地元の保健師や社会福祉士等との連携が課題とし

て残されている。また，都市の暑熱化が進む現状では，夏季の室内の熱中症対策も重要であり，

夏季・冬季を含め高齢居住者の負担にならない簡易な温熱環境改善手法をソフト・ハードの面で

示すことは課題である。 

 

２．研究の目的 

 以上を踏まえて、本研究では 1960 年代後半に大都市郊外に建設された熱性能の低い典型的な

高経年団地（集合住宅）を対象として，高齢者の在宅中の熱中症やヒートショックリスクを低減

することを目指し、高齢者や同居家族、サポート関係者がそれらのリスク低減につながる住まい

と住まい方に関する温熱環境リテラシーを獲得できるような手法を開発する。このとき，各対象

者に提示する効果的な住環境情報や適切な住まい・住まい方の改善メニューを検討する過程を

活用して，地域の建築や医療・保健・福祉の専門家，自治会・管理組合等との連携のあり方を同

時に考察する。これにより，高齢世帯が高齢者の健康に関わる温熱環境リテラシーの向上を図り

ながら住まいや住まい方を改善できるような仕組みと，それを支える新たな地域包括ケアシス

テムというべき多職種連携モデルを構築することを目指す。 

 

 



３．研究の方法 

 本研究は、以下 (1)および(2)の成果を段階的に(3)に統合させながら進める。 

（1）高経年集合住宅の高齢世帯の温熱環境と住まい方の影響把握 

横浜市郊外に立地する高経年集合住宅の高齢世帯の住戸の温熱環境の実態を実測やシミュレ

ーションにより把握し、高齢者の住まい方への影響を明らかにする。これより、温暖地域の高経

年集合住宅の高齢者居住における熱中症やヒートショックのリスクとその低減に向けた課題を

抽出・整理する。高経年集合住宅における温熱環境実測においては、高齢居住者の涼房や暖房に

関わる住まい方や温冷感を把握するためのヒアリング調査およびアンケート調査を行う。 

（2）事例調査による温熱改修ニーズの把握と課題抽出 

住まいの温熱環境対策に公的に取り組む全国の先行事例を分析することで、在宅高齢者の温

熱環境対策の実態やニーズを分析する。次に、上記（1）の実測対象でもある横浜市郊外の S団

地を管轄とする地域ケアプラザの主要関係者らへインタビュー調査を行い、対象地区の高齢者

の夏季や冬季の温熱環境対策に対する意識やニーズを把握しながら、多職種連携モデルのあり

方を検討する。 

（3）温熱環境リテラシー獲得手法の試行 

上記(1）の成果を用いて、S団地を中心として、夏季の熱中症および冬季のヒートショックの

リスクの実態と低減の必要性に対する理解を促すため、高齢居住者とサポート関係者による住

まいと住まい方によるリスク低減対策に繋がる温熱環境リテラシー獲得のための複数の手法を

試行する。試行対象は、高齢者の自立生活に関わるステークホルダーとし、調査協力者本人なら

びに対象住宅の自治会関係者、S団地を管轄とする地域ケアプラザ所属のケアマネージャー等の

専門職の関係者等とする。手法の効果はアンケート調査やヒアリング調査の結果から考察する

ものとする。 

以上(1)～(3)を踏まえて、温熱環境リテラシーの向上に資する建築分野を含む多職種連携モ

デルの構築の可能性を検証する。 

 

４．研究成果 

（1)高経年集合住宅の温熱環境と高齢者の住まい方の影響把握 

1960 年代後半に建設された横浜市郊

外に立地する異なる高経年集合住宅を

対象として、夏季および中間季、冬季の

室内の温熱環境の実態を把握した。S 団

地では主に夏季および中間季の実測を

通して、図 4（引用：田中、2020）に示す

ように高齢居住の涼房行為として日中

の窓開け行為により熱中症リスクが増

していることが確認された。また、Y 団

地を対象として、主に冬季の簡易断熱改修について 2016 年度の実測で得られたデータの分析や

シミュレーションによって、高齢居住者を想定した場合の効果を確認した。夏季については、得

られた結果を 11 名の実測協力者に対面で資料を用いて情報還元したが、温冷感覚の鈍化と涼房

方法の習慣化から温熱環境リスクに対する自覚が低い傾向が見られた。夏季の熱中症対策とし



ては飲料で対策をとる傾向があり、住まいへの関心が低いことが分かった。 

(2) 事例調査による温熱改修ニーズの把握と課題抽出 

（2-1）背景と目的： 介護が必要になっても可能な限り自宅で生活できる環境が整うような地

域包括ケアシステムの実現が望まれるが、多くの既存住宅は段差等のバリアによる家庭内の転

倒事故や、断熱性の低さを起因とする入浴時のヒートショックのリスクが存在する。バリアフリ

ーについては、要支援・要介護高齢者による一定の住宅改修に対して介護保険によって助成が制

度化されているが、自立期から転倒事故等を予防する取り組みは遅れている。ヒートショック対

策においては既存住宅の断熱改修はさらに遅れていることが予想される（住生活基本計画［全国

計画、参考資料：平成 28年 3月 18 日閣議決定］）。 

 ここで、住宅のバリアフリー化とヒートショック対策を促進する住宅改修を「予防的住宅改修」

と定義する。地域包括ケアシステムの構築に向けては、国だけでなく自治体の工夫が求められて

おり、先行して自治体独自の住宅改修支援制度を運用する新潟市と大分県の事例を分析するこ

とで、介護保険制度と相乗効果をもたらすような自治体の取組のあり方を考察する。これにより、

ヒートショックリスクを低減するような住宅改修に取り組む高齢者が自立生活を継続するため

の改修促進策についての知見を得るものとする。 

(2-2)方法： 住宅リフォーム推進協議会によってデータベース化された自治体独自の住宅改修

支援制度から、省エネ改修とバリアフリー改修の両方を１つの制度で対応する事例を抽出した

ところ 332 件が確認された。北海道や東北 6 県が全体の 37.7％を占め、寒冷である気候特性の

影響が窺われたが、高齢者に焦点を当てたものは新潟市と大分県のみであった。 

新潟市は補助上限 10 万円（経費の 1/10）、大分県は 30～40 万円（経費の 1/5）であり、新潟

市は補助件数が多く簡易な申請方法をとっていたが、大分県は詳細に改修図面や写真等の提出

を求めるものであった。このため、新潟市のデータから全体傾向を把握し、大分県の詳細なデー

タから質的特徴を把握することとした。 

(2-3)新潟市の事例について： 2012 年度

から開始された新潟市の住宅改修支援制度

に、高齢者世帯向けのカテゴリーが独立し

て設けられたのは 2017 年度からである。こ

れを利用した事例を分析したところ、温熱

環境改善の工事項目の中では窓断熱改修が

全体の 23.7％を占めていた。また、図 5（引

用：藤岡、2020）から 100 万円前後の工事

が一定の目安と考えられるが、築年数によらず工事費の上振れ傾向がみられた。改修データの分

析からは、1979 年以前および 1991 年までは同じ工事の傾向にあり、バリアフリー化と温熱環境

改善の両方の改修ニーズがみられ、浴室改修が最も多く、次いでトイレ、洗面所・脱衣所の順と

なった。1992 年以降に建設された住宅では、暖房機器の設置、手すりの設置、断熱窓への交換

等のいずれかの部分的な改修ニーズが存在することが分かった。 

(2-4)大分県の事例について： 大分県では 2016 年度から、それまであった高齢者を対象とした

リフォーム支援制度を拡充させて省エネ改修工事（ヒートショック対策工事を含む）が加えられ

ている。2016 年度から 2018 年 3 月までの全 115 件の改修事例のうち、ヒートショック等改修を

含むものが 13 件認められた。このうち 9 件が 1991 年以前に建設された住宅であり、金額は中



央値が約 204 万円となり、補助金額を過不足なく活用できる工事金額（200 万円）とほぼ同額で

あった。工事別にみるとほとんどが浴室改修を行っており、システムバス導入例が多く、バリア

フリー化と温熱環境改善の両方の改修が進む傾向が見られた。この点は新潟市と似た傾向を示

した。一方で、改修前から生活動線や入浴動線が変更されている事例も多かった。手すりの位置

や箇所数などが変更されている事例もみられた。 

(2-5)小括： 工事総額の 1/5～1/10 の補助金でも改修工事のインセンティブとなり得ることが

示唆された。また、築年数が増すほど浴室や脱衣所に加えてトイレ等も改修項目に加わる傾向が

見られたことから、改修の課題が見られる箇所と言える。1991 年（旧省エネ基準時代）以前の

住宅では、バリアフリー化とヒートショック対策の両者が叶う浴室まわりの改修ニーズが集中

していた。さらに、浴室などの室単位ではなく、居間から廊下、脱衣所、浴室など動作空間を単

位として考える必要性が見出された。バリアフリー工事に対する専門支援制度を設ける自治体

もあることから、温熱改修に対してもそのような仕組みが望まれる。 

(3)温熱環境リテラシー獲得手法の試行 

 より被害が深刻と思われる冬のヒートショックに

着目し、居住者の温熱環境リテラシーの向上に向け

て、資料提示ではなく居住イメージを持ちながら温

熱感覚を体感できる S 団地実住戸を用いた温熱環境

改善の簡易改修モデルルーム（右図）とその体験プロ

グラムを作成した。高齢居住者や団地居住者だけで

なく、地域ケアプラザの専門職、建築関係者等、高齢

者の自立生活を支援する関係者も冬季にこれを体験し

た。そのうち、後期高齢者 14 名のアンケート調査結果から、高齢期の簡易な住宅改善ニーズが

あり、高経年住宅ならではの課題が実住戸を用いることで実感できることが分かった。また、専

門職 9名のアンケート調査結果からは、職種により改修評価のポイントが異なること、改修項目

によっては共通して効果を感じていること等が分かった。 

 さらに、これらの成果を冬季の住まいのヒートショックリスクの低減策を図解した教材とし

て作成し（図 1）、S 団地を管轄とする地域ケアプラザにおいて、「冬の住まいのヒートショック

予防講座」を開催した。同教材や実測結果を用いた資料の教示に加え、上記の体験プログラム成

果に基づき採用しやすい改修項目を体感できるワークショップを組み込む 60 分の学習プログラ

ムを作成し、終了後にアンケートを実施した。当日は地域ケアプラザの専門職ならびに同エリア

で高齢者居住を支える住民組織のメンバー約 30名（約 15 名×2回）が参加した。地域ケアプラ

ザ関係者以外で、回答が得られた 23名はいずれも 70代以降の参加者であったが、住まいとヒー

トショックの関係について内容理解は得られたことが確認できた。また、費用面からリフォーム

を諦めているという意見が複数から聞かれたほか、床へのジョイントマットの敷設などは興味

を持った参加者が多く、知人へも教えるという意識の参加者も見られた。 

このような在宅高齢者を支える地域関係者や専門職が参加可能な講座を継続することで、高

齢居住者やそのサポート関係者の温熱環境リテラシーの向上を図りながら住まいや住まい方を

改善する仕組みや、それを支える多職種連携モデルの可能性が示唆された。実測結果に基づき数

年に渡り地域ケアプラザ関係者らと意見交換を継続することで本講座が実現しているが、これ

を定着させるための仕組みづくりや制度面の検討は今後の課題である。 

図 1（引用：「すまいの“知恵袋”」2020，https:/
/danchisumai.wixsite.com/website） 
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